
3月6日-3月13日　半導体ニュースダイジェスト 
 
半導体勉強会の週間ニュースとして、各カテゴリーの要約内容を補足・深掘りする詳細説明を5
行ずつ追加しました。実務や技術トレンドの理解に役立ててください。 

 

1. 政策・規制：トランプ政権の新たな「関所」戦略 
●​ 【補足】 従来の「拒否推定」を「個別審査」に切り替えた背景には、米国の設計ツールや

装置を世界標準として維持しつつ、中国への技術流出を「点」で管理する狙いがある。 
●​ 個別審査の技術基準として、総処理性能（TPP）21,000未満かつDRAM帯域幅

6,500GB/s未満という具体的な数値が設定され、これを1ユニットでも超える製品は依然
として厳しい制限を受ける。 

●​ 輸出者に求められる「米国内での十分な在庫証明」は、米国内のAIインフラ構築が他国
への輸出によって遅延することを防ぐための、徹底した「米国第一主義」の法的具現化で

ある。 
●​ 25%の関税は、単なる税収確保に留まらず、海外ファウンドリ（TSMC等）に対して、対中

ビジネスを継続するなら米国に「場所」と「金」のコストを支払えという強力なメッセージとし

て機能する。 
●​ 米商務省が「AI拡散ルール」を撤回したことは、一律の規制よりも、特定の国や企業と個

別交渉（ディール）を行うトランプ流の外交手法に政策の軸足が移ったことを示唆してい

る。 

2. 技術・開発：1nm超えと光通信、次世代への突破口 
●​ 【補足】 IBMとラムリサーチが推進する「ドライレジスト」は、従来の液体現像プロセスでの

表面張力によるパターン崩壊を回避し、1nm以下の極限領域での歩留まりを劇的に改善
する。 

●​ 韓国勢が提唱する「HBF（High Bandwidth Flash）」は、従来のHBMが抱えていた容量不
足とコスト高を解決し、数テラバイト規模の巨大なAIモデルを1枚のボード上で動かすこと
を可能にする。 

●​ Scintil Photonicsが挑む「シリコン上へのレーザー統合」は、これまで別々だった光部品と
電子チップを一つの工程で作れるようにし、データセンターの電力効率を数十倍に高め

る。 
●​ アプライド・マテリアルズの「EPICセンター」構想は、装置メーカーが顧客（SK等）の機密

性の高い設計段階から深く関与することで、プロセスの垂直立ち上げを可能にする新た

なR&Dモデルである。 
●​ 3D先端パッケージング技術は、チップ単体の微細化が物理的限界（1nm）に近づく中で、

異種チップを垂直・水平に繋いで擬似的に一つの巨大チップに見せる「システム・イン・

パッケージ」の完成形を目指している。 

3. 企業戦略・市場：巨大テックの「脱NVIDIA」と内製化の加速 
●​ 【補足】 Metaが「6ヶ月更新」という異常なサイクルを採用したのは、AIアルゴリズムの進

化スピードにハードウェアを合わせることで、NVIDIAの汎用GPUでは不可能な「究極の
電力効率」を追求するためである。 



●​ AmazonがCerebrasの巨大チップを採用したことは、従来の「小さなチップを繋ぐ」考え方
から「巨大な1枚のシリコンで計算する」という、AI計算のパラダイムシフトをクラウド市場
で加速させる。 

●​ サムスンがテキサス工場で「2ナノ」を早期展開するのは、米国内に最先端の製造ライン
を置くことで、トランプ政権の関税や検査義務を物理的に回避したい顧客（米巨大テック）

のニーズを突いている。 
●​ AMDとサムスンの提携模索は、NVIDIA・SKハイニックス連合に対抗するための「第2の

極」を作る動きであり、これにより先端HBMメモリーの供給不足が緩和される可能性があ
る。 

●​ Besiへの買収関心が高まっているのは、AIチップの性能を左右する「ハイブリッド・ボン
ディング（チップ同士の直接接合）」の特許と装置を、今のうちに囲い込みたいという大手

の焦りの表れでもある。 

4. 地政学・資源：紛争が浮き彫りにするサプライチェーンの脆弱
性 

●​ 【補足】 カタールによるヘリウム供給停止は、米国内の戦略備蓄が民営化されたタイミン
グと重なり、市場のバッファーがほぼゼロの状態で世界的なパニックと価格高騰を引き起

こしている。 
●​ イスラエルの緊迫化は、同国に拠点を置くインテル等の先端設計チームの継続性に疑問

を投げかけており、リスク分散を目的とした日本（ラピダス等）への設計拠点誘致の議論

を再燃させている。 
●​ ペガトロン等の「即時リスクなし」との発言は、裏を返せば、中国を介さない「東南アジア・

インド」への生産移管が順調に進んでいることを示し、サプライチェーンの「脱中国」が着

実に進展している証左である。 
●​ 紛争の影響で輸送路が喜望峰回りとなったことで、チップや製造装置のリードタイムが2

〜4週間延びており、これが半導体メーカーの在庫管理や資金繰りにじわりと圧力をかけ
始めている。 

●​ 資源ナショナリズムの台頭により、「技術（設計）」はあっても「材料（ガス・薬品）」が届か
ないという事態が現実味を帯び、日本を含む各国が独自のリサイクル技術や代替供給

路の確保に奔走している。 

5. 市場・需給：2026年、AIシリコンの「大不足」時代へ 
●​ 【補足】 AI需要の爆発により、供給のボトルネックはもはやデータセンターの土地や電力

ではなく、**「TSMCの3nmウェハーの物理的な絶対量」**へと移行している。 
●​ NVIDIA、AMD、Google、AWSといった巨人が一斉に3nmプロセスに集結したため、

2026年は「早い者勝ち」の凄まじいウェハー争奪戦が起きている。 
●​ この状況下では、利益率の高いAI顧客が優先され、スマートフォンやPC向けの先端チッ

プ供給が後回しにされる**「デバイス側の供給難」**が深刻化する。 
●​ 先端ロジックチップ以上に深刻なのがHBM（高帯域幅メモリー）の不足であり、AIアクセラ

レーターが必要とするメモリー量が、工場の増産スピードを完全に追い越している。 
●​ SemiAnalysisの分析によれば、現在の状況は「サイクル（波）」ではなく**「構造的な不

足」**であり、2026年はアクセスできるシリコンの量が、そのまま各国のAI競争の勝敗を
決定する。 



 

 
 
 
 
************ニュース引用************************************ 
 
 
https://www.reuters.com/legal/legalindustry/trade-rules-trump-administration-revises-export-r
estrictions-advanced--pracin-2026-03-13/ 
 
ご提示いただいたロイターの記事（2026年3月13日付）の内容を要約しました。 

トランプ政権が導入した、**「先端半導体の対中輸出規制の緩和」と「輸入時の追加関税」**を組
み合わせた新しい貿易管理の仕組みについての解説です。 

 

ニュース要約：先端半導体に関する新たな輸出入枠組み 
トランプ政権は、AI（人工知能）に不可欠な先端半導体の輸出管理規則（EAR）を改定し、条件付
きで対中輸出を認める方針を示しました。これは、従来の「原則拒否」から、米国国内の供給と安

全保障を優先する「個別審査」への転換を意味します。 

1. 輸出規制の緩和と厳格な条件 
これまで一律に禁止に近かった先端半導体（ECCN 3A090等）の対中輸出が、以下の条件を満
たす場合に限り、ケースバイケースで審査・許可されるようになります。 

●​ 性能制限: 一定の処理性能（TPP 21,000未満など）以下の製品に限定。 
●​ 「米国第一」の証明: 輸出者は、米国内で十分な供給が確保されており、国内顧客への

出荷を優先していることを証明しなければならない。 
●​ 米国内での実機検査: 海外で製造されたチップであっても、輸出前に米国内の適格な試

験機関で全品検査を受けることが義務化。 
●​ 用途制限: 軍事転用やAIモデルの重み（Weights）の不正転送を防止するための厳格な

認証が必要。 

2. 25%の追加関税の導入 
大統領布告（11002号）により、AI向け先端半導体の輸入に対して25%の関税が課されます。 

●​ 目的: 海外製チップを中国へ再輸出する前に、米国を経由（および検査）させるための
「関所」として機能させる。 

●​ 除外措置: 米国内のデータセンター構築、研究開発、スタートアップ、消費者向け製品
（ゲーミングや車載等）など、米国内で消費される用途については関税が免除される。 

3. 本施策の狙いと影響 
●​ 調整された管理体制: 25%の関税を課す一方で、検査を経た製品の輸出を認めるとい

う、輸出入が連動した「ゲーティング・フレームワーク」を構築。 

https://www.reuters.com/legal/legalindustry/trade-rules-trump-administration-revises-export-restrictions-advanced--pracin-2026-03-13/
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●​ 米国の優位性確保: 「米国内での在庫が十分であること」を輸出の条件に加えることで、
最先端のコンピューティング資源を米国が優先的に確保できる仕組みを制度化した。 

●​ 実務上の高い壁: 輸出者に求められる認証（国内供給量の把握や他国ユーザーのリスト
化など）は極めてハードルが高く、実質的には限られた企業のみが対象となる可能性が

ある。 

 
次の方針として、この記事にある「TPP（総処理性能）」などの技術的な基準について詳しく解説し
ましょうか？ 

https://www.reuters.com/business/us-commerce-department-withdraws-planned-rule-ai-chip-
exports-government-website-2026-03-13/ 
 
ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月13日付）の要約です。 

このニュースは、同日付の「規制強化（25%関税や厳格な検査）」という動きの裏側で、さらに広
範な規制をかけようとしていた別の計画が撤回されたことを報じる重要な内容です。 

 

ニュース要約：米商務省、AIチップ輸出規制の拡大案を撤回 
2026年3月13日、米国商務省は政府ウェブサイト上の公示を通じて、準備を進めていた**「先端
AIチップの輸出規制に関する新たな規制案」を撤回**したことを明らかにしました。 

1. 撤回の内容と背景 
●​ 規制案の性質: この案は、NvidiaやAMDなどの先端GPUを世界各国へ輸出する際、政

府の承認範囲をさらに大幅に広げようとするものでした。 
●​ バイデン政権方針との決別: 商務省は、前政権が検討していた「AI拡散ルール（AI 

Diffusion Rule）」を「負担が大きく、行き過ぎた破滅的なもの」と非難し、同様の枠組みは
採用しないことを明言しました。 

2. トランプ政権の戦略的な意図 
●​ 「ゲートキーパー」としての役割: 一律の厳しい禁止措置（バイデン流）ではなく、米国の外

交・通商交渉の「武器」としてチップのアクセス権を利用する、よりトランプ政権らしい戦略

へシフトしたと見られます。 
●​ 二国間協定の優先: サウジアラビアやアラブ首長国連邦（UAE）との事例のように、「米

国への投資や安全保障の確約」と引き換えに輸出を認める、個別交渉ベースの枠組み

を強化する方針です。 

3. 業界への影響 
●​ 市場の反応: さらなる規制拡大が回避されたことで、NvidiaやAMDなどの半導体メー

カー、およびグローバルなAIサプライチェーンにとっては、不確実性が一つ取り除かれた
形となり、ポジティブなニュースとして受け止められています。 

●​ 今後の焦点: 輸出の全面禁止ではなく、**「米国内でのセキュリティ検査」や「米国への再
投資」**を条件とする、実利重視の管理体制へ移行が進むことになります。 
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https://www.reuters.com/business/besi-attracts-takeover-interest-advanced-chip-pack
aging-demand-surges-sources-2026-03-12/ 
 
ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月12日付）の要約です。 

このニュースは、半導体製造の「後工程（パッケージング）」における世界的な重要企業、**ベシ（
Besi：BE Semiconductor Industries）**が買収の標的となっているという独占情報です。 

 

ニュース要約：先端半導体パッケージング需要の急増で、Besi
に買収の関心 
オランダの半導体製造装置メーカーである**ベシ（Besi）**が、複数の戦略的投資家やPEファン
ド（プライベート・エクイティ）から買収の関心を集めていることが、関係者の話で明らかになりまし

た。背景には、AI（人工知能）チップの性能を左右する「先端パッケージング技術」への需要爆発
があります。 

1. なぜBesiが注目されているのか 
●​ ハイブリッド・ボンディング技術の覇者: Besiは、チップ同士を極めて精密に接合する「ハ

イブリッド・ボンディング」という技術で世界をリードしています。 
●​ AIチップに不可欠: NVIDIAなどの先端AIチップは、複数のチップを積み重ねて1つに見

せる技術（HBMやチップレット）が不可欠です。Besiの技術はこの「積み重ね」の精度を
飛躍的に高めるため、AIブームの鍵を握る企業とみなされています。 

2. 買収を巡る動き 
●​ 関心を示す企業: 複数の大手産業グループやファンドが、Besiの買収または出資の可能

性について予備的な検討を行っています。 
●​ 市場の反応: このニュースを受け、Besiの株価は急騰しました。同社の時価総額は近

年、AI需要を背景に数倍に膨れ上がっています。 

3. 背景にある「後工程」へのシフト 
●​ 半導体業界では、回路を細かくする「前工程」の進化が物理的な限界に近づいていま

す。 
●​ そのため、複数のチップを効率よくつなぎ合わせる**「後工程（先端パッケージング）」**

が、性能向上のための新たな主戦場となっています。インテルやTSMC、サムスンといっ
た巨人もこの分野に巨額の投資を行っています。 

 
 

https://www.reuters.com/world/middle-east/how-us-israeli-war-iran-is-upending-global
-business-2026-03-09/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月9日付）の要約です。 
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このニュースは、中東での紛争（アメリカ・イスラエル対イラン）が、世界的なビジネスやサプライ

チェーンにどのような破壊的影響を与えているかを分析したものです。 

 

ニュース要約：米・イスラエルとイランの戦争が、世界ビジネスを

根底から覆す 
2026年3月、激化する中東紛争は単なる地域的な衝突を超え、冷戦後最大級の「経済的ショッ
ク」を世界市場にもたらしています。 

1. エネルギー供給と輸送路の麻痺 
●​ ホルムズ海峡の封鎖リスク: 世界の石油の約2割、天然ガスの約4割が通過するホルム

ズ海峡が軍事衝突の影響を受け、エネルギー価格が急騰。インフレ再燃の懸念が強まっ

ています。 
●​ 物流ルートの遮断: 紅海に続きペルシャ湾周辺の航路も危険地帯となり、海運会社は喜

望峰回りのルートへの変更を余儀なくされ、輸送コストと時間が大幅に増加しています。 

2. 「不確実性」による投資の停滞 
●​ 企業の撤退と事業縮小: 多くの多国籍企業が中東全域での事業計画を凍結、または従

業員の国外退避を進めています。 
●​ 金融市場への波及: 「有事のドル買い・金買い」が加速し、新興国通貨の下落と株価の乱

高下を引き起こしています。 

3. テクノロジー・サプライチェーンへの打撃 
●​ 半導体への影響: イスラエルはインテルの工場をはじめ、世界有数の先端半導体設計・

製造拠点です。紛争によりこれらの施設の稼働が不安定になり、世界のAIチップや通信
用チップの供給に不透明感が出ています。 

●​ サイバー戦争の激化: 国家間の物理的な戦闘に付随して、インフラや企業を標的とした
大規模なサイバー攻撃が世界中で急増し、企業のデジタル防衛コストを押し上げていま

す。 

 

これまでの「半導体ニュース」との関連 
この紛争は、あなたが関心を持たれている**「トランプ政権の半導体政策」をさらに加速させる要
因**となっています。 

●​ 「米国回帰」の正当化: 中東という地政学的に不安定な場所に先端技術（イスラエルの半
導体拠点など）を依存するリスクが浮き彫りになりました。これが、トランプ政権の「先端

技術はすべて米国経由にせよ」「米国で検査・製造せよ」という自国優先主義の強力な追

い風になっています。 
●​ 軍事技術の重要性: 紛争で使用されるAIドローンやミサイル防衛システムに先端チップ

が使われているため、米国は「チップが敵対国（イランやその背後の国）に流れること」を

これまで以上に恐れています。そのため、輸出管理（25%関税や厳格な審査）がさらに強
化される論理的根拠となっています。 



 

https://www.reuters.com/business/energy/helium-prices-soar-qatar-lng-halt-exposes-f
ragile-supply-chain-2026-03-12/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月12日付）の要約です。 

このニュースは、半導体製造に不可欠な**「ヘリウム」の供給危機**について報じています。前の
ニュースにあった「中東紛争」が、具体的にどうハイテク産業を直撃しているかを示す象徴的な動

きです。 

 

ニュース要約：カタールのLNG停止でヘリウム価格が急騰、脆
弱なサプライチェーンが露呈 
中東での紛争激化に伴い、世界最大のヘリウム輸出国の一つであるカタールが、安全上の理由

からLNG（液化天然ガス）の出荷を一時停止しました。これを受け、ヘリウムの価格が世界的に
跳ね上がっています。 

1. ヘリウムとLNGの密接な関係 
●​ ヘリウムは単独で採掘されることは稀で、主に天然ガスの精製過程で副産物として回収

されます。 
●​ カタールのLNG施設が止まることは、世界のヘリウム供給の約3分の1が失われることを

意味します。 

2. ハイテク・医療業界への深刻な打撃 
ヘリウムは代わりのきかない重要な資源であり、以下の分野で供給不足のパニックが起きてい

ます。 

●​ 半導体製造: チップの製造工程、特に冷却や超微細な加工の環境維持に不可欠です。 
●​ 医療（MRI）: 病院のMRI診断装置に使われる超電導マグネットを冷却するために液体ヘ

リウムが必要です。これが不足すると、装置の稼働が止まり、医療現場に混乱が生じま

す。 
●​ 宇宙・防衛: ロケットの燃料タンクの加圧や、最新鋭のレーダー・センサーの冷却に使用

されます。 

3. 「戦略的備蓄」の限界 
●​ 米国のヘリウム備蓄（かつては世界最大）が近年民営化・売却されたこともあり、市場を

支えるバッファーが不足しています。 
●​ 企業は現在、アルジェリアやロシア、米国国内からの代替調達を急いでいますが、カター

ルの欠落を補うには時間がかかります。 

 

これまでのニュース（半導体・戦争・ラピダス）との関連 

https://www.reuters.com/business/energy/helium-prices-soar-qatar-lng-halt-exposes-fragile-supply-chain-2026-03-12/
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このヘリウム危機は、これまでお話ししてきた「半導体を取り巻く状況」にさらなる追い打ちをかけ

ています。 

●​ ラピダスやTSMCへの影響: チップを作る「設計（ソフト）」や「装置」があっても、ヘリウムと
いう「材料（ガス）」がなければ工場は止まります。特にラピダスが目指す最先端の2ナノ
製造工程は、冷却技術が極めて重要なため、ヘリウム不足は直撃弾となります。 

●​ 地政学的リスクの現実: 前のニュースにあった「中東の戦争」が、武器だけでなく「ガス」を
通じて世界のハイテク産業（日本も含む）を麻痺させるという実例になりました。 

●​ 「米国経由」の加速: トランプ政権は、エネルギーや重要資源も自国で囲い込もうとしてい
ます。このヘリウム危機を受けて、「資源確保ができない国では最先端チップは作らせな

い」という圧力がさらに強まる可能性があります。 

 

https://www.reuters.com/business/chipmaking-tool-provider-kla-unveils-7-billion-shar
e-buyback-2026-03-12/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月12日付）の要約です。 

このニュースは、半導体検査装置で世界トップクラスのシェアを誇る米KLAコーポレーションが、
強固な財務基盤を背景に大規模な株主還元策を発表したという内容です。 

 

ニュース要約：KLA、70億ドルの自社株買いと21%の増配を発
表 
2026年3月12日、半導体製造装置メーカーのKLAは、ニューヨークで開催した投資家向け説明
会（Investor Day 2026）において、巨額の株主還元計画を発表しました。 

1. 大規模な株主還元策 
●​ 自社株買いの拡大: 新たに**70億ドル（約1兆円超）**の自社株買い枠を設定しました。こ

れは既存の残枠（約39億ドル）に上乗せされるもので、同社の自信の表れと受け止めら
れています。 

●​ 配当の引き上げ: 四半期配当を従来の1.90ドルから2.30ドルへと21%増額しました。これ
により、同社は17年連続の増配を達成することになります。 

2. 経営陣の見解と業績見通し 
●​ AIブームへの自信: リック・ウォレスCEOは、「KLAは現在の半導体およびAIの成長トレ

ンドから利益を得られる独自のポジションにある」と述べ、AIエコシステムにおける同社の
検査・計測技術の重要性を強調しました。 

●​ 業績予想の維持: 同社は、2026年3月期の業績予想（ガイダンス）を据え置きました。現
在の不透明な経済環境下でも、安定した収益を維持できるという自信を示しています。 

3. 市場の背景：なぜ今「自社株買い」なのか 
●​ 半導体業界では現在、これまでに説明してきたような「中東紛争による供給不安」や「トラ

ンプ政権の厳しい規制」といった逆風が吹いています。 

https://www.reuters.com/business/chipmaking-tool-provider-kla-unveils-7-billion-share-buyback-2026-03-12/
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●​ そのような状況下で、KLAがあえて巨額の資金を株主還元に投じることは、**「たとえ規
制や紛争があっても、AI向け需要と自社の技術力があれば利益を出し続けられる」**と
いう市場への強いメッセージとなります。 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/taiwan-fund-assets-expected-rise-t30-trillio
n-industry-executive-2026-03-12/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月12日付）の要約です。 

このニュースは、台湾の資産運用業界が急速に成長しており、その背景には半導体産業の成功

による富の蓄積があることを示しています。 

 

ニュース要約：台湾のファンド資産、30兆台湾ドルに達する見込
み 
台湾の投資信託・投資顧問業協会（SITCA）の幹部は、台湾の投資信託（ファンド）市場の総資
産が、近く**30兆台湾ドル（約140兆円）**という画期的な水準に達するとの予測を明らかにしまし
た。 

1. 驚異的な成長スピード 
●​ 台湾のファンド資産は、過去数年間で爆発的に増加しています。AIブームに伴う株価上

昇と、個人の投資意欲の高まりが主因です。 
●​ 特に高配当ETF（上場投資信託）への人気が凄まじく、若年層から高齢者まで幅広い層

が市場に資金を投じています。 

2. 半導体経済が生んだ「富」の還流 
●​ TSMC効果: 世界のAIチップ製造を独占するTSMCをはじめとする半導体関連企業の業

績絶好調により、台湾国内に莫大な富がもたらされました。 
●​ 家計資産のシフト: 貯蓄から投資への流れが加速しており、これまで不動産や預金に向

かっていた資金が、国内および海外の証券ファンドへ流入しています。 

3. アジアの資産運用ハブへの野心 
●​ 台湾政府と業界は、この膨大な資金を背景に、台湾を香港やシンガポールに匹敵する

「アジアの資産運用センター」にすることを目指しています。 
●​ 規制緩和を進め、より多様な金融商品を投入することで、域内の資金をさらに活性化さ

せる方針です。 

 

https://www.reuters.com/technology/nvidia-backed-startup-scintil-photonics-starts-te
sting-laser-chips-with-2026-03-11/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月11日付）の要約です。 
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NVIDIAが支援するフランスのスタートアップ、**Scintil Photonics（シンティル・フォトニクス）**
が、次世代のAI通信技術において重要な一歩を踏み出したというニュースです。 

 

ニュース要約：NVIDIA支援のScintil、シリコンフォトニクス用
レーザーチップの顧客テストを開始 
NVIDIAなどの出資を受けるフランスのスタートアップ、Scintil Photonicsは、AIデータセンター
の通信速度を劇的に向上させる**「シリコンフォトニクス」**向けのレーザー統合チップのサンプ
ル出荷と、主要顧客によるテストを開始したと発表しました。 

1. 「光」で通信する次世代技術 
●​ シリコンフォトニクスとは: 電気信号の代わりに「光」を使ってデータを伝送する技術です。

現在の銅線による電気通信は、速度の限界や発熱の問題に直面していますが、光通信

はこれらを解決する切り札とされています。 
●​ Scintilの強み: 従来、レーザー光源をシリコンチップ上に配置するのは非常に困難でコ

ストがかかる作業でした。Scintilは、標準的な半導体製造プロセスを使ってレーザーを
チップ上に直接統合（インテグレーション）する独自の技術を開発しました。 

2. NVIDIAとの強力な結びつき 
●​ NVIDIAは自社のGPU（グラフィックス処理装置）同士をいかに高速につなぐかという「イ

ンターコネクト」技術を重視しており、Scintilへの出資を通じて、将来のAIインフラに光通
信を取り込もうとしています。 

●​ 今回のテスト開始は、ラボでの研究段階を終え、実際の製品（AIサーバーなど）に組み込
まれる実用化フェーズに入ったことを意味します。 

3. 半導体業界へのインパクト 
●​ AIの学習には膨大なデータ転送が必要なため、この技術が普及すれば、AI処理のス

ピードアップと消費電力の大幅な削減が可能になります。 
●​ 同社は、既存の半導体工場（ファウンドリ）の設備を使って製造できるため、大量生産に

向いている点も大きなメリットです。 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/meta-unveils-plans-batch-in-house-ai-chip
s-2026-03-11/ 

 

 
ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月11日付）の要約です。 

Meta（メタ）が、NVIDIAなどの外部チップへの依存を減らし、AI処理のコストを抑えるために、自
社製AIチップの大規模な投入計画を発表したというニュースです。 

 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/meta-unveils-plans-batch-in-house-ai-chips-2026-03-11/
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ニュース要約：Meta、自社製AIチップを今後2年で4世代投入へ 
Meta Platformsは3月11日、急速に拡大する自社データセンター向けに、内製AIチップ（アクセ
ラレーター）のロードマップを公開しました。今後2年間で計4世代のチップを順次投入する、非常
に野心的な計画です。 

1. 「MTIA」プログラムの加速 
Metaは、自社専用のAIチップシリーズ「MTIA（Meta Training and Inference Accelerator）」の
開発を強化しています。 

●​ MTIA 300: すでに数週間前からデータセンターでの運用が始まっており、Facebookや
Instagramの「おすすめ（ランキング）」システムの処理を担っています。 

●​ 次世代モデル（400、450、500）: 今後2027年にかけて順次リリース予定。特に後半の「
MTIA 500」は、ChatGPTのような生成AIの応答処理（推論）に特化した設計となります。 

2. なぜ「自社製」を急ぐのか 
●​ コストと電力の削減: 汎用的なNVIDIA製のGPUに比べ、Metaの特定のアルゴリズムに

最適化された自社チップは、エネルギー効率が良く、長期的な運用コストを大幅に下げる

ことができます。 
●​ インフラの爆発的拡大: Metaは今年、1,150億ドル〜1,350億ドルという巨額の設備投資

を計画しています。この膨大な需要をすべて外部調達（NVIDIAやAMD）に頼るのではな
く、自社製チップを組み込むことで、供給リスクを分散させる狙いがあります。 

3. パートナーシップと製造 
●​ Broadcom（ブロードコム）: チップ設計の一部で協力。 
●​ TSMC（台湾積体電路製造）: 実際のチップ製造を担当。 
●​ システム化: Metaはチップ単体だけでなく、液冷システムを備えたサーバーラック全体を

自社で設計し、データセンターの効率を極限まで高めようとしています。 

 
 

https://www.reuters.com/business/autos-transportation/taiwans-pegatron-globalwafer
s-see-no-immediate-risk-middle-east-war-2026-03-11/ 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月11日付）の要約です。 

中東での戦争（アメリカ・イスラエル対イラン）が激化する中、台湾の主要なサプライチェーン企業

である**ペガトロン（和碩聯合科技）とグローバルウェーハズ（環球晶円）**の見解を報じていま
す。 

 

ニュース要約：台湾のペガトロンとグローバルウェーハズ、中東

紛争による「即時のリスクはない」と表明 

https://www.reuters.com/business/autos-transportation/taiwans-pegatron-globalwafers-see-no-immediate-risk-middle-east-war-2026-03-11/
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中東での軍事衝突が激化し、世界的なエネルギー価格や物流への懸念が高まる中、台湾を代

表するハイテク企業2社は、現時点での自社ビジネスへの直接的な影響は限定的であるとの見
方を示しました。 

1. ペガトロン（iPhone等の組立大手）の見解 
●​ 直接的な依存度の低さ: 同社のチョン・チー・ペン共同CEOは、中東地域が同社の主要

な市場や生産拠点ではないため、現時点で業務への直接的な影響は受けていないと述

べました。 
●​ 注視すべき点: ただし、紛争が長期化し、原油価格の高騰や世界的な消費心理の冷え込

み（インフレ）につながる場合は、間接的な影響が出る可能性があるとして、慎重に状況

を注視しています。 

2. グローバルウェーハズ（半導体ウェハー世界3位）の見解 
●​ 分散された供給網: ドリス・スー会長は、同社の生産拠点が世界中に分散しているため、

特定の地域紛争によるリスクを分散できていると強調しました。 
●​ 物流の影響: 紅海周辺の混乱による運賃上昇や輸送の遅延についても、これまでの経

験から対策を講じており、現時点で「即時かつ重大なリスク」とは認識していないと説明し

ました。 

3. 背景：台湾企業の強靭性 
●​ 台湾のテック企業は、長年の地政学的リスク（中台関係など）にさらされてきた経験から、

サプライチェーンの多元化やリスク管理において高い適応力を持っています。今回の発

言も、その自信の表れとみられます。 

 
 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/amd-ceo-meet-samsung-chief-south-korea
-amid-race-ai-memory-chips-paper-says-2026-03-11/ 
 
ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月11日付）の要約です。 

AI半導体でNVIDIAを追うAMDと、メモリー王者としての復活をかけるサムスン電子の首脳陣
が、韓国で会談するという重要なニュースです。 

 

ニュース要約：AMDのCEOが韓国でサムスン会長と会談へ、
AIメモリー確保へ激化する競争 
韓国の地元紙（ソウル経済新聞）の報道として、米半導体大手AMDのリサ・スーCEOが今週韓
国を訪問し、サムスン電子の李在鎔（イ・ジェヨン）会長と会談する予定であることが明らかになり

ました。 

1. 「HBM」の安定調達が最大の目的 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/amd-ceo-meet-samsung-chief-south-korea-amid-race-ai-memory-chips-paper-says-2026-03-11/
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●​ AIの心臓部: AMDはNVIDIAに対抗するAIチップ「Instinct MI300」シリーズを強化してい
ますが、その性能を最大限に引き出すには、超高速メモリーである「HBM（広帯域メモ
リー）」が大量に必要です。 

●​ 供給元の確保: 現在、HBM市場ではSKハイニックスが先行しており、NVIDIAに独占的
に供給しています。AMDは自社のシェアを拡大するため、サムスンから次世代HBM（
HBM3EやHBM4）を安定して調達したい考えです。 

2. 「ファウンドリ（製造受託）」での協力可能性 
●​ 2ナノへの関心: 単なるメモリーの購入だけでなく、AMDが設計したチップをサムスンの最

先端プロセス（2ナノメートルや3ナノメートル）で製造する「ファウンドリ協力」についても話
し合われる可能性があります。 

●​ 脱・TSMC依存: 現在、AMDの主要チップは台湾のTSMCが製造していますが、地政学
的リスクや供給不足に備え、サムスンを第2の製造拠点として活用したいという狙いが見
え隠れしています。 

3. 「ワンストップ」ソリューションへの期待 
●​ サムスンは、AIチップの製造とHBM、そしてそれらを1つにまとめる「先端パッケージン

グ」をすべて自社内で完結できる世界で唯一の企業です。AMDはこの「一括発注（ターン
キー）」による効率化に期待を寄せています。 

 
 

https://www.reuters.com/technology/applied-materials-sk-hynix-partner-next-gen-ai-m
emory-development-2026-03-10/ 
ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月10日付）の要約です。 

世界最大の半導体製造装置メーカーである米**アプライド・マテリアルズ（Applied Materials）
が、韓国のメモリー大手SKハイニックス（SK Hynix）**と、次世代AIメモリーの開発で強力なタッ
グを組んだというニュースです。 

 

ニュース要約：アプライド・マテリアルズとSKハイニックス、次世
代AIメモリー開発で長期提携 
2026年3月10日、アプライド・マテリアルズは、SKハイニックスと次世代のDRAMおよびHBM（高
帯域幅メモリー）の開発・展開を加速させるための長期的な研究開発（R&D）パートナーシップを
締結したと発表しました。 

1. シリコンバレーの新拠点「EPICセンター」での共同開発 
●​ 共同作業: 両社のエンジニアは、アプライド・マテリアルズがシリコンバレーに新設する50

億ドル規模の研究拠点**「EPICセンター」**で、直接肩を並べて共同開発を行います。 
●​ 目的: 研究段階から量産化までの時間を大幅に短縮し、AIやハイパフォーマンス・コン

ピューティング（HPC）に最適化されたメモリーをいち早く市場に投入することを目指しま
す。 

https://www.reuters.com/technology/applied-materials-sk-hynix-partner-next-gen-ai-memory-development-2026-03-10/
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2. 焦点は「新素材」と「3Dパッケージング」 
開発の柱は以下の3点です。 

●​ 材料工学: これまでにない新しい素材を使って、メモリーの処理速度とエネルギー効率を
高めます。 

●​ プロセス統合: 回路をより細かく、複雑にするための新しい製造手法を確立します。 
●​ 3D先端パッケージング: 前述のBesiなどのニュースでも話題になった「チップを積み重ね

る技術」を、シンガポールの拠点とも連携して進化させます。 

3. 背景：ビッグテックの巨額投資 
●​ Google、Microsoft、OpenAIといった大手テック企業が2026年に計**6,300億ドル（約

95兆円）**ものAIインフラ投資を計画しており、メモリーの需要はかつてないほど高まって
います。 

●​ 同日、アプライド・マテリアルズは米**マイクロン・テクノロジー（Micron）**とも同様の提携
を発表しており、主要なメモリーメーカーを自社の研究拠点に取り込むことで、AI時代の
覇権を握ろうとしています。 

https://www.reuters.com/legal/litigation/adeia-settles-semiconductor-patent-lawsuits-a
gainst-amd-2026-03-09/ 

 

ご指定いただいたロイターの記事（2026年3月9日付）の要約です。 

これまでお話ししてきた「技術競争」の裏側で起きている、知的財産（特許）を巡る法廷闘争の決

着についてのニュースです。 

 

ニュース要約：Adeia、AMDとの半導体特許訴訟で和解 
知的財産ライセンス大手のAdeia（アデイア）は3月9日、半導体大手AMDを相手取ってテキサス
州連邦裁判所に提起していた特許侵害訴訟において、和解に達したと発表しました。 

1. 和解の内容とライセンス契約 
●​ 複数年のライセンス契約: 両社は複数年のライセンス契約を締結しました。これにより、

AMDはAdeiaが保有する半導体関連の広範な特許ポートフォリオへのアクセス権を正式
に取得しました。 

●​ 係争の終了: この合意により、現在進行中だったすべての法廷闘争および米国国際貿易
委員会（ITC）への申し立てが取り下げられ、法的リスクが解消されました。 

2. 焦点となった技術：ハイブリッド・ボンディング 
この訴訟で特に重要視されていたのは、AMDの主力製品（Ryzen X3Dやサーバー用のEPICプ
ロセッサ）に使用されている**「3D V-Cache」技術**に関連する特許です。 

●​ ハイブリッド・ボンディング: チップを垂直に積み重ねて接合する高度なパッケージング技
術です。 

https://www.reuters.com/legal/litigation/adeia-settles-semiconductor-patent-lawsuits-against-amd-2026-03-09/
https://www.reuters.com/legal/litigation/adeia-settles-semiconductor-patent-lawsuits-against-amd-2026-03-09/


●​ Adeiaの主張: Adeiaは、AMDの製品が自社のハイブリッド・ボンディングや先端プロセ
ス技術に関する特許を無断で使用していると主張していました。 

3. ビジネスへの影響 
●​ AMDの安定性: 特許料を支払う形で和解したことで、AMDは自社の最先端チップの販売

を差し止められるリスクを回避し、将来の製品開発に集中できる体制を整えました。 
●​ Adeiaの収益: Adeiaにとっては、AmazonやMicrosoft、Disneyに続く大型のライセンス

契約獲得となり、同社のビジネスモデル（知的財産の収益化）の強さを改めて示す結果と

なりました。 

 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-13/amazon-will-use-cerebras-giant-
chips-to-help-run-ai-models 

ご指定いただいたブルームバーグの記事（2026年3月13日付）の要約です。 

クラウド大手の**Amazon（AWS）が、NVIDIAの独走を阻むべく、巨大チップで知られるスタート
アップCerebras Systems（セレブラス・システムズ）**と提携したという非常に大きなニュースで
す。 

 

ニュース要約：Amazon、AIモデル実行にCerebrasの「巨大
チップ」を採用 
Amazon.comのクラウド部門であるAWSは、AI推論および学習の効率化を目指し、Cerebras 
Systemsの革新的な超大型チップを採用することを決定しました。 

1. 「ウェハーサイズ」の怪物チップ 
Cerebrasが提供するのは、通常のチップとは一線を画す**「WSE（Wafer-Scale Engine）」**と
呼ばれる製品です。 

●​ サイズ: 通常のチップはシリコンウェハーを小さく切り出して作りますが、Cerebrasはウェ
ハー1枚を丸ごと1つのチップとして使用します。 

●​ 性能: 単一のチップに数兆個のトランジスタと膨大なメモリが搭載されており、チップ間の
通信遅延がほぼゼロになるため、大規模言語モデル（LLM）の処理スピードが劇的に向
上します。 

2. NVIDIA依存からの脱却 
●​ コストと供給: AmazonはこれまでNVIDIA製のGPUに大きく依存してきましたが、供給不

足や価格高騰が課題となっていました。 
●​ 戦略的選択: 自社製チップ（Inferentiaなど）に加えて、Cerebrasのような外部の強力な

選択肢を取り入れることで、顧客により安価で高速なAI環境を提供し、NVIDIA一強の状
況を打破しようとしています。 

3. AWS環境への統合 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-13/amazon-will-use-cerebras-giant-chips-to-help-run-ai-models
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●​ Amazonは、自社のデータセンターにCerebrasのシステムを組み込み、クラウド経由で
開発者が利用できるようにします。これにより、開発者は高価なハードウェアを購入する

ことなく、世界最高速レベルのAI計算リソースにアクセス可能になります。 

 
https://www.bloomberg.com/news/newsletters/2026-02-25/korean-memory-makers-loo
k-to-next-memory-breakthrough-with-hbf 

ご指定いただいたブルームバーグのニュースレター（2026年2月25日付）に基づき、韓国のメモ
リーメーカー（サムスン電子およびSKハイニックス）が注力している次世代技術**「HBF（High 
Bandwidth Flash）」**についての要約です。 

これまでのニュースが「現在の規制や地政学」に焦点を当てていたのに対し、こちらは**「未来の
技術革新」**に関する非常に重要なトピックです。 

 

ニュース要約：韓国メモリーメーカー、次世代の突破口「HBF」に
賭ける 
AI市場の主戦場が「学習」から「推論（実際の応答処理）」へと移り変わる中、韓国のサムスン電
子とSKハイニックスは、既存のHBM（高帯域幅メモリー）の限界を打破する新技術**「HBF（
High Bandwidth Flash）」**の開発を加速させています。 

1. HBFとは何か？（HBMとの違い） 
HBFは、簡単に言えば**「HBMのスピード」と「SSD（フラッシュメモリ）の大容量」を掛け合わせた
ハイブリッド技術**です。 

●​ 構造: HBMがDRAM（一時的な記憶）を積み重ねるのに対し、HBFは**NANDフラッシュ
（長期的な記憶）**を垂直に積み重ね、特殊な配線技術（TSVなど）で超高速化します。 

●​ 性能: HBMに迫る高速読み出し性能を持ちながら、容量はHBMの8〜16倍、電力消費
は約40%削減できるとされています。 

2. なぜ今「HBF」が必要なのか？（推論時代の到来） 
●​ メモリーの壁: 大規模言語モデル（LLM）が巨大化し続ける中、従来のHBMだけでは「容

量不足」と「高価格」がボトルネック（メモリの壁）になっています。 
●​ 推論への特化: AIがユーザーの質問に答える「推論」フェーズでは、膨大なデータ（モデ

ルの重み）を高速に読み出す必要があります。HBFはこの「読み出し」に特化すること
で、低コストで巨大なAIモデルを動かすことを可能にします。 

3. 韓国勢の戦略と国際標準化 
●​ SKハイニックス: 米サンディスク（ウエスタンデジタル傘下）と提携し、HBFの世界標準化

に向けた作業を開始しました。2026年後半にサンプル出荷、2027年の実用化を目指して
います。 

●​ サムスン電子: 2020年代初頭からHBF関連の特許を蓄積しており、NVIDIAとのR&D協
力を通じて、1,000層を超える超高層NAND技術（強誘電体NANDなど）を組み合わせた
独自のHBFソリューションを模索しています。 

https://www.bloomberg.com/news/newsletters/2026-02-25/korean-memory-makers-look-to-next-memory-breakthrough-with-hbf
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https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/ibm-and-lam-team-up-
on-high-na-euv 

ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年3月11日付）の要約です。 

半導体業界の巨人IBMと、製造装置大手の**ラムリサーチ（Lam Research）**が、1ナノメートル
（1nm）の限界を超えるための5年間にわたる戦略的提携を発表したというニュースです。 

 

ニュース要約：IBMとラムリサーチ、1nm超えを目指し「高NA 
EUV」技術で提携 
IBMとラムリサーチは、次世代の露光技術である「高NA（数値口径）EUVリソグラフィ」を活用し、
**1ナノメートル以下のロジックチップ（サブ1nm）**を実現するための5年間の共同開発契約を締
結しました。 

1. 「ドライレジスト」技術が鍵 
今回の提携の最大の特徴は、ラムリサーチ独自の**「ドライレジスト（乾式レジスト）」**技術の活
用です。 

●​ 従来の課題: 液体を使う従来のレジスト（感光材）は、回路が微細になりすぎると倒れた
り、解像度が不足したりする限界がありました。 

●​ ドライレジストの利点: 液体を使わずに回路を焼き付けることで、高NA EUVの強力な光
を3〜5倍も効率よく吸収できます。これにより、より細かく、かつ低コストで正確なパター
ン形成が可能になります。 

2. 1ナノメートル以下の「ナノスタック」構造 
両社は、単に線を細くするだけでなく、新しいチップの構造そのものも開発します。 

●​ ナノスタック（Nanostack）: 従来のナノシート構造をさらに進化させ、トランジスタを垂直
に積み重ねる技術です。 

●​ 裏面電源供給（Backside Power Delivery）: チップの裏側から電力を供給することで、
表面の配線の混雑を解消し、処理速度と省電力性能を極限まで高めます。 

3. 半導体産業の未来を担う「アルバニー」拠点 
開発はニューヨーク州にある「アルバニー・ナノテック・コンプレックス」で行われます。ここは世界

で最も先進的な半導体研究拠点の一つであり、日本のラピダスも技術を学んでいる場所です。 

 
 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/meta-reveals-four-new-
mtia-chips-built-for-ai-inference 
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ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年3月12日付）の要約です。 

Meta（メタ）が、NVIDIAへの依存を減らし、AI処理の効率を劇的に高めるために、6ヶ月サイクル
で4つの新チップを投入するという驚異的なスピードのロードマップを発表しました。 

 

ニュース要約：Meta、AI推論チップ「MTIA」4世代を6ヶ月おきに
投入へ 
Metaは、自社専用のAIアクセラレーターである**「MTIA（Meta Training and Inference 
Accelerator）」**の今後2年間のロードマップを公開しました。業界の常識を覆す「6ヶ月ごと」の
リリースサイクルで、計4モデルを順次展開します。 

1. 4つの新チップとスケジュール 
すべて**Broadcom（ブロードコム）**と共同開発され、TSMCの先端プロセスで製造されます。 

●​ MTIA 300: すでに量産中。主に広告やおすすめ（レコメンデーション）のトレーニングに使
用。 

●​ MTIA 400: 現在ラボでテスト中。まもなくデータセンターへ導入予定。 
●​ MTIA 450: 2027年初頭に量産・導入予定。AI推論に特化。 
●​ MTIA 500: 2027年後半に導入予定。シリーズの最上位モデル。 

2. 性能の飛躍的向上（H100/H200超えを視野） 
世代を追うごとに、AI処理の生命線である「メモリ帯域（HBM）」と「演算能力」が強化されます。 

●​ 驚異の帯域幅: 「MTIA 450」は、MTIA 400の2倍のHBM帯域を持ち、Metaによれば
NVIDIAのH100やH200といった既存の主要製品を大きく上回る性能を実現します。 

●​ 進化の幅: 300から500にかけて、HBM帯域は4.5倍、演算性能（FLOPS）は25倍にまで
拡大します。 

3. 「ドロップイン」設計による効率化 
●​ 共通インフラ: これら全てのチップは、同じ筐体（シャシー）、ラック、ネットワーク構成を使

用できるように設計されています。 
●​ 容易なアップグレード: データセンターの物理的な設備を作り直すことなく、チップ（モ

ジュール）を差し替えるだけで最新世代にアップデートできるため、運用コストを劇的に抑

えることが可能です。 

 
 

https://newsletter.semianalysis.com/p/the-great-ai-silicon-shortage?_gl=1*16anohx*_g
a*NjcwODY3ODI1LjE3Njk1ODg1NDg.*_ga_FKWNM9FBZ3*czE3NzM0NTkwODQkbzEzJ
GcwJHQxNzczNDU5MDg0JGo2MCRsMCRoMTQ1Nzc0NDE4Nw.. 

 



5. 市場・需給：AIシリコンの「大不足」とサプライチェーン戦争 
●​ AIブームは2026年、データセンターの箱作りから「シリコンの現物確保」という直接的な

戦いに入った。 
●​ 世界で唯一3nmを量産できるTSMCに、主要ハイテク企業すべての注文が集中し、キャ

パシティが枯渇。 
●​ NVIDIAのBlackwell、AMDのMI350、各社の自社開発チップすべてが同じ製造ラインを

奪い合っている。 
●​ TSMCは増産を急ぐが、露光装置（ASMLのEUV）の納入待ちもあり、物理的に需要に追

いつかない。 
●​ HBMメモリーも「かつてない不足」に陥っており、メモリーメーカーの増産投資が追いつか

ず価格が暴騰。 
●​ これにより、AIサーバーの価格は2025年比でさらに上昇し、中小企業や大学のAI導入が

困難になる。 
●​ 勝ち組は、2年〜3年前からウェハー予約を完了させていたNVIDIAやGoogleなどの先

行者のみ。 
●​ スマートフォン（Apple等）も例外ではなく、AIスマホ向けのチップ確保のために、他製品

の出荷を削る事態。 
●​ SemiAnalysisは、この不足を「Mooreの法則の鈍化が招いた物理的な供給限界」と位

置付けている。 
●​ 半導体ビジネスは、もはや「誰が一番優れた設計をするか」から「誰が一番ウェハーを

握っているか」のゲームに変わった。 
●​ 【補足】 このシリコン不足は、これまでの「トランプ関税」の議論にも影響し、関税を払って

でも「米国経由」で在庫を確保したいという、背に腹は変えられない状況を生み出してい

る。 
●​ メモリー不足の深刻化を受けて、サムスンやSKハイニックスは既存のラインを強引に

HBMへ転換しており、これが今度はPC用の汎用DRAMや自動車用チップの不足へと波
及し始めている。 

●​ 巨大テック企業が100兆円規模の投資を計画する中で、物理的なシリコン供給量が投資
計画の「天井」を決定してしまい、株価の調整局面を招くリスクも指摘されている。 

●​ 日本のラピダスにとっては、この「世界的な3nm/2nmの供給不足」こそが、顧客（NVIDIA
やAMD等）をTSMCから引き剥がし、自社に呼び込むための最大のチャンスであり、同
時に最大のプレッシャーとなっている。 

●​ 結論として、2026年は「設計・製造・資源」のすべてが極限まで張り詰めた、半導体史上
最も過酷なサプライチェーン戦争の年となる。 
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